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楽天銀行株式会社 
2026年 3月期通期決算説明会書き起こし 

（2026 年 5 月 12 日） 
 
【冒頭のご挨拶】 
楽天銀行の東林です。本日は、楽天銀行決算説明会のためにお時間をとって頂きありがとうございます。 
 
【口座数 1,800万を突破】 
まず、詳細に入る前に冒頭のトピックとして 3/12 時点で口座数が 1,800 万を突破したことを改めてご
報告させていただきたい。口座数の着実な増加は、当行のビジネス拡大の原動力であるので、引き続き
楽天エコシステムとの連携強化、及び、デジタル社会の進展を追い風として、顧客基盤の更なる拡大を
目指す。 
 
【預金獲得戦略の加速を企図して UI/UX改善を実施】 
次に、預金獲得の加速を企図して、モバイルアプリの UI/UX 改善を行ったので、ご説明をさせていただき
たい。まず、1つ目は楽天銀行のアプリ内において、ボーナス金利プログラムの認知度向上を企図して、適
用される普通預金金利が確認できるようユーザ画面の改修を行った。これまでも、楽天カードの口座振
替や楽天証券のマネーブリッジ連携による優遇金利の適用状況を確認する画面はあったものの、今回は
ボーナス金利プログラム各条件の達成状況について専用の枠を設け訴求力を強化した。ユーザ自身が
達成状況を確認できるようにすることによって、未利用のサービスを明確に認識してもらい、クロスユースの
促進を図っていきたい。2 つ目は、楽天カードのアプリ内において、楽天銀行の口座振替を利用している
ユーザ向けに、当行の円普通預金残高の表示機能をリリースした。本件は、当行としては、楽天銀行の
口座振替を促進するための施策の一環として、また、楽天カードにとっては、利用代金の未収リスクを軽
減することを企図して行ったものである。また、楽天銀行で口座振替をしていないユーザに対しては、当行
に切替えを促進する文言を出すほか、当行口座をお持ちでないお客さまに対しては、画面遷移の過程で、
口座開設を促すような誘導をできるようにしている。引き続き楽天グループサービスとの連携も図りながら、
預金獲得戦略の加速に向けた機能改善に取り組んでいきたい。 
 
【2026年 3月期通期の決算ハイライト】 
まず、決算ハイライトについて、個人の生活に密着した預金を中心とした預金残高の着実な成長とそれを
上回るペースでの運用資産残高の成長の結果、将来の成長に向けた顧客基盤の拡充等への投資を
積極化した上でも、過去最高益を大幅に更新した。経常収益、経常利益、当期純利益いずれも２月
に修正した業績予想を上回って着地している。 連結経常収益 2,555 億円、前年比 38.4 ％増。連
結経常利益 1,030 億円、前年比 44.1％増。自己資本比率は 10.7％と、引き続き健全な水準を
維持した。ROEは、21.7％と、前年比で 3.6ポイントの増加となった。口座数は冒頭のトピックでお伝え
した通り、1,800 万口座を突破しており、前年比 7.3％増。メイン口座数は 590 万口座、引き続き口
座数の伸びを上回るペースで増加している。預金残高は 12.9 兆円、前年比 12.9％増と引き続き二
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桁の成長。経費率につきましては 32.3％、前年比で 3.2ポイントの低下となった。 
 
【事業規模の拡大】 
次に、事業規模にかかる主要KPIについてご説明する。口座数・預金残高ともに、棒グラフを見ると順調
に伸びていることがご理解いただけると思う。口座数については、楽天グループの顧客基盤の活用と、効
果的なマーケティング施策が寄与し、前年同期比+124 万口座と、引き続き 100 万超の成長ペースを
維持し、前四半期末時点と比して YoY 成長率が上昇 している。預金残高については、1-3 月期は新
NISA の年間投資枠がリセットされ、証券運用ニーズが高まるため、預金残高の下押し圧力が強まる時
期ではある。他方で、預金獲得の戦略の一つとして、賞与シーズンに定期預金のキャンペーン金利を提
供したことによって、個人のお客さまの元本保証の安全運用手段としてのニーズをしっかりと捉えることがで
き、定期預金残高の預入が増えた。結果として、昨年度末対比１口座当たり預金残高の拡大が寄与
し、前年同期比で 1兆 4,881億円の増加となった。  
 
【メイン口座の成長モメンタム】 
次に、メイン口座の状況についてです。3月末時点で、メイン口座数 590万口座、前年比 7.6％増、メ
イン口座率は 32.8％であり、引き続きメイン口座の伸びが 総口座数の伸びを上回るペースで成長して
いる。足元で、新規口座開設数が増加しているため、獲得した口座の初期稼働を意識しながら、また、
新生活シーズンは、メイン口座化推進の好機となるので、しっかりとプロモーション活動を推進していく。メイ
ン口座の収益性及び預金残高の比較においては、従来同様、非メイン口座対比、十分優位な水準を
維持しており、引き続き、メイン口座の獲得に向けて努力をしていきたいと考えている。 
 
【預金獲得の方針】 
ここからは、預金獲得の方針についてご説明をさせていただく。金利のある世界になり、個人のお客さまの
動向を見ていると、預金の用途が 3 層に分かれてきているのではないかと考えている。具体的には、「決
済用普通預金」、「定期預金」、「投資待機資金」の 3 つの分類となる。この分類別に、当行の強みを
十分に発揮しながら、アプローチし、預金の積み上げを図っていくことを目指す。右側でお示しの通り、戦
略としては大きく 4 つあると考えている。まず、①従来からの楽天エコシステムとの連携により多面的なマー
ケティングを行いながら口座を獲得する、次に、②獲得した口座を給与受取や口座振替等、日常利用
の決済用普通預金が滞留するメイン口座として育てていって、③そこから一定程度、普通預金において
余剰資金が生まれるところに対して、定期預金を元本保証の安全運用手段として提供する、最後に、
④貯蓄から投資への動きが不可避である中、楽天証券との連携により証券投資ニーズのあるお客さまへ
の待機資金の預け先としての利用も促進する、こういった形で口座獲得及びその後のナーチャリングを進
めることによって、預金残高の最大化を目指していきたいと考えている。 
 
【連結業績サマリ】 
次に、連結業績について、運用資産の積み上げによる金利収益の増加、及び、事業規模拡大による経
営効率の更なる向上により、連結経常収益、経常利益、純利益のいずれも、高成長が実現できている。
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また、経常収益、経常利益、親会社株主に帰属する純利益は、いずれも通期実績における過去最高
を更新している。 
 
【連結損益の状況】 
次に、連結損益の状況についてご説明をさせていただく。連結経常収益は 2,555 億円、前年比
38.4％増。業務粗利益は 1,657 億円、前年比 35.0％増。経常利益は 1,030 億円、前年比
44.1％増、親会社株主に帰属する純利益は 730 億円、前年比 43.9％増となった。収益増について
は、運用資産が順調に増加したことに加え、日銀の政策金利の引き上げにより、金利収益が前年比
54.1％増となったことが貢献している。経常利益については、昨年度 715 億円であったものが、今年度
の通期では 1,030 億円まで増加したが、これは、営業経費 105 億円の増加に対して、金利収支が
425 億円増加したことで、差し引きすると 315 億円増加したもの。金利収支の+425 億円のうち日銀
利上げ効果は+191億円であり、差し引いた+234億円については運用資産の積み上げとイールドエン
ハンスメントの成果と言えると考えている。将来の成長に向けた顧客基盤の拡充等に必要な営業経費も
しっかりと使ったうえで、この増益達成となった。  
 
【2027年 3月期 連結業績予想】 
次に、2027年 3月期の連結業績予想についてご説明させていただく。当行の業績予想の立て方として
は、先々の追加利上げを織り込まずに策定することとしており、政策金利は 0.75％をベースとしている。
その上で、経常収益は、3,146 億円、前年比+590 億円。経常利益は、1,156 億、前年比+125
億円。当期純利益は、813億円、前年比+82億円として開示させていただく。 
 
【金利収益の内訳（単体）】 
今期業績の説明に戻るが、金利収益の状況については、リスク分散された運用資産の量的拡大により、
貸出金利息、買入金銭債権利息が順調に増加した。また、日銀の政策金利引き上げが、運用利回り
の増加に寄与した。この結果、金利収益全体で見ると、前年比の伸びが合計で 688 億円となった。金
利収益増の内訳としては、貸出金利息がプラス 210 億円、 買入金銭債権利息がプラス 160 億円、
余資運用の位置づけである「その他」がプラス 318億円となる。 
 
【貸出金及び買入金銭債権（主要運用資産）】 
次に、主要運用資産についてご説明する。全体として、ほぼ全てのアセットカテゴリーをバランスよく伸ばす
ということが戦略通りに進捗していることをご理解いただけると思う。金利収益を伸ばすための基本戦略は、
引き続き、多様な運用資産をバランスよく伸ばすこと、併せて、ミドルリスクアセットの割合を少しずつ増や
していき、利回りを少しずつ上げていくことと考えている。貸出金残高については前年比 17.4%増。買入
金銭債権残高が 13.0%増。合計した主要運用資産残高で 15.8％増、財務省向け貸出を除いたコ
ア運用資産残高は 13.8%増での着地。この内、当行がミドルリスク・ミドルリターンアセットと見なしている
資産については、21.7％増と高成長を実現した。また、ABL と「買入金銭債権その他」を足した証券化
アセットが YoYで 25.4％増となり、いずれも主要運用資残高合計の伸びを上回る結果となっている。住
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宅ローンは、これまでのスタンス通り、マーケットの正常化タイミングを待っているところであり、住宅ローン残
高は漸減している。楽天カードのクレジットカード債権の証券化資産残高については、YoY3.4％増に留
まっているが、これは、楽天カードは、昨年度社債の発行を行っており、これにより、当行の証券化を活用
した資金需要がスローダウンしたものとみている。 
 
【ミドルリスクセットの拡大】 
次にミドルリスクアセットの進捗についてご説明する。ミドルリスクアセットについては、ご覧の４つのアセットカ
テゴリーがある。カードローンについては前年比 2.8％増であり、巡航速度である 3-5％を少し下回ってい
るものの、全銀協が公表している銀行業界全体のカードローン残高の前年比が 2％前半であることに照
らすと、市場全体の成長を上回って進捗している。投資用マンションローンが前年比 21.1％増 、ABL
が前年比 12.8%増、買入金銭債権︓その他が、前年比 51.5%増と、証券化アセットは、引き続き、
不動産を裏付けとする案件を中心にパイプラインもしっかりと確保できている。なお、利益の蓄積により、
自己資本が充実してきているので、証券化アセットについては、他社アレンジのものについてメザニンやエク
イティ部分への投資もトライアルを始めており、少しずつ実績を積み上げながら、利ざやの改善を図ってい
きたい。 
 
【与信関係費用の状況（単体）】 
当行の与信関係費用については、従来より、大宗が保証のないプロパーカードローンに起因するものとご
説明しているが、今期においてはそれに加えて、証券化ビジネスにおける一部プロジェクト案件のパフォーマ
ンス実績に基づき査定した結果、一般貸引が増加している。特段、証券化プロジェクト全体に派生する
ような要因で貸倒が増えている傾向はみられず、フォワードルッキングにモニタリングした結果、一部のプロ
ジェクトにおいて積んだものとなる。プロパーカードローンの残高が着実に増えている結果、与信関係費用
の実額は増加しているものの、与信関係費用比率は低水準を維持している。これに対して、保証付きの
カードローンの返済が進むことにより、支払保証料は減少トレンドとなっている結果、当初の狙い通り、カー
ドローン残高が増加している中でも、与信関係費用と支払い保証費用を合計した、実質的な与信コス
トは、逓減しており、前年比で 337百万の減少となっている。 
 
【貸借対照表サマリ】 
次に、貸借対照表の概要をご説明。当行の主要運用資産は、約 80％が変動金利ベースとなっており、
その大宗が TIBOR 連動となっている。また、日銀預け金は、いうまでもなく、政策金利に連動する。これ
により、12 月の日銀による政策金利の 75bps への引き上げは、今期において、アセットサイドでは、主
要運用資産のうち TIBOR を参照するアセットや、財務省向け貸出の新規実行分及び、日銀預け金に、
既に利上げ効果を生じ収益増加に寄与している。他方、調達サイドについては、預金の 84％が変動金
利となっている。当行は 2月より預金金利を+10bps引き上げており、第 4四半期において、資金調達
コストが増加したものの、政策金利に対する追随率については、50％程度の水準にとどまっており、差し
引きでは利益に対してプラスの効果が得られている。 
預貸率を左下にお示ししているが、主要運用資産を分子とした実質預貸率は、69.5%、財務省向け



5 

貸出を除いたコア運用資産を分子としたコア預貸率は、54.5％である。従前よりご説明の通り、日銀か
らの借用金が制度終了に伴い四半期末毎に逓減していく一方、引き続き預金獲得を進めると共に、コ
ア運用資産の割合を高め、利鞘を改善することにより金利収支の伸長を図っていきたい。 
 
【有価証券等投資の状況】 
有価証券等の余資運用の状況についてご説明をする。財務省向け貸出については、日銀の預け金を
上回る利回りを確保可能なアセットであることから、積極的に入札に参加しており、第 4 四半期において
は、2,249 億円の純増となった。当貸出については、先々の金利上昇が予想される中、金利動向を考
慮しながら機動的に積み増す方針は継続していく。有価証券については、第4四半期に763億円の事
業債への新規投資を実行した。これらの有価証券投資については、基本的には満期保有を前提に、イ
ールドエンハンスメント・償還期限を考慮しつつ、長短の金利差によるメリットを享受することを狙って保有
するものである。有価証券投資のうち事業債の位置づけについては、当行の BS 規模に比して、法人へ
の与信割合はまだまだ僅少であることから、法人融資の補完として、出物があればオポチュニスティックに
投資していく といった方針で、デュレーションをコントロールしながら、選別的に投資を進めたものとなる。 
 
【将来金利収支関連の簡易シミュレーション】 
次に、将来金利収支の簡易シミュレーションについて。左のグラフは、25bp の政策金利上昇に係る年換
算の金利収支へのインパクトをお示ししているが、26 年 3 月末の BS を前提に試算を行っている。年間
の金利収支へのインパクトは+145 億円と見ている。右のグラフは、貸出増加支援基金を活用した日銀
からの借用金 2.81兆円について、2028年 3月の制度終了へ向けた残高減少による BSへの四半期
毎のインパクトをご説明するために、グラフでお示ししているものとなる。ここでのメッセージとしては、徐々に
借用金が減少していくことに伴い、何もしなければ見合いの預け金から発生する利息が減少していくという
影響があるものの、預金等での調達を進めることにより BSの縮小を限定的にすると共に、ミドルリスクアセ
ットを中心としたコア運用資産の積み上げによる利回りの改善を図り、借用金返済の PL への影響を限
定的に抑えることが可能と考えている というものになります。なお、左側のご説明については、当行はバラ
ンスシート拡大局面にあることから、簡易的かつある程度の仮説を積み重ねたうえでの試算であるというこ
とにご留意いただきたい。  
 
【非金利収益の状況（単体）】 
次に、非金利収益の状況についてご説明する。通期累計の非金利収入は、前年比 2.4％の増加、
548 億円となった。その他業務収益は、日本が金利上昇局面である一方で、海外は金利下落局面に
あり、このような足もとのマクロ経済環境においては、外貨預金や仕組預金等が顧客にとって相対的に魅
力が薄まる状況にあることから、取引が低調に推移し、YoY では 17 億円のマイナスとなった。一方、役
務取引等収益は、前年比 6.6％の増加となった。内訳をみると、受取為替手数料は、総口座数の増
加とメイン口座数の増加により、前年比 10.5%増と、引き続き口座数増を上回るペースで成長してい
る。口座振替手数料は、メイン口座化推進の結果として生活関連の手数料は口座成長を上回るペー
スで着実に増加しているものの、公営競技等の娯楽利用は昨年度、一過性の追い風があった反動を受
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けており、全体としては、前年比で 6.1％増となった。カード関連受取手数料は、昨年度、一過性の収
益があり、前四半期までは前年比でマイナスとなっていたものの、通期では前年比で+2.1％とプラスに転
じた。これは、デビットカードの取引件数が口座数の成長を上回るペースで成長していることによるもので、
一過性の収益ロスの影響を打ち消したものとなる。引き続き、表中、最下段にお示ししている決済件数
の YoY については口座数成長を上回るペースに維持していきたいと考えている。 
 
【営業経費の状況（単体）】 
次に、営業経費の状況については、単体営業経費の実額は前年比で 23.4%の増加となったものの、
金利収益の拡大を背景として業務粗利益が 経費の伸び以上に拡大したため、経費率は、前年比で
3.2pt低下し、結果として 32.3％にて着地した。従来ご説明の通り、中長期の持続的な成長を企図し
て、マーケティング・テクノロジー・人的資本の３分野に戦略的に積極投資を進めている。右図において、
物件費通期実績の内訳をお示ししているが、約 4割をマーケティング関連に、約 4割をシステム・AIのテ
クノロジー関連に投資を行った。マーケティング関連については、口座獲得に係る施策の実施や口座開設
後の利用促進を企図した施策に活用し、下期の口座や決済件数の成長率の回復・上昇につながった。
システム・AI 関連については、システム費用で、証券担保ローンやリバースモーゲージ（極度型）といった
新サービスリリースに伴う償却費の増加がインパクトとしては大きいものの、AI 活用の推進を企図したシス
テムデザインや機能開発、また、一部 GPU サーバの増設等への投資を行った。人件費については、採用
による従業員数の増加に加え、業界全体の給与水準が高まっている中で、先々の成長を支える既存の
従業員への還元も引き上げたものとなる。なお、従前からご説明の通り、我々としては経費率はあくまでも
結果の数字であると考えており、この数字そのものを目標にして戦略的投資の抑制を行うことは考えてい
ない。    
 
【ROEの推移】                               
2026 年 3 月期通期の ROE は、21.7％と、前年同期比 3.7 ポイントの増加となった。ROE 指標の
観点では、①非金利収益の成長と、運用資産のイールドエンハンスメントを通じた金利収益の成長の２
軸で ROA を強化すること、②リスクコントロールに配慮しながらも、十分な資本基盤を活かして、よりレバ
レッジをかけてリターンを追求していくこと、また、③中長期的な成長に向けた適切な投資とデジタルバンク
の優位性であるコスト効率性の良さを両立させていくことが重要だと考えている。ROE 目標については、
当行は事業成長局面にあり、先々の金利動向にも依拠することから、具体的な数値目標を意識してい
ない。デジタルバンクのビジネスモデルの特性を活かしながら、持続的な成長と資本効率の最適バランスを
目指していきたい。 
 
【規律ある管理に基づく十分な自己資本】 
次に自己資本比率について説明する。連結自己資本比率は、10.7％と、リスクアセットを積極的に積
み上げたうえでも、前期比 0.1pt上昇し、引き続き健全な水準を維持している。以降も 自己資本比率
を健全な水準に維持しながら、ミドルリスクアセットを中心としたコア運用資産を積極的に伸ばし、業容の
拡大、収益性の向上、の双方を図っていきたい。 
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【配当方針】 
最後に、配当については従来の方針から変更はない。これからも、株主の皆さまからお預かりした資本を
有効活用し、主要運用資産を積極的かつバランスよく増やすとともに、ミドルリスクアセットの比率を少しず
つ上げることで金利収益を大きく伸ばして行くことが出来るという考えに変わりはない。投資家の皆さまに
は事業規模の拡大、それに伴う企業価値の向上、結果としての株価の上昇という形で還元をさせていた
だきたいと思っているので、当面は無配ということで、引き続きご理解をお願いしたいと考えている。以上で、
2026年 3月期通期決算概要のご説明を終了させていただく。ご清聴ありがとうございました。 

以上 
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楽天銀行株式会社 
2026 年 3 月期 通期決算説明会 質疑応答 

（2026 年 5 月 12 日） 
 

 
Q01. 2027年 3月期業績予想の組み立てについて教えてほしい。 
 
A01. 来期の業績予想について、考慮に入れておくべきこととして、日銀の借用金の返済が 1.5兆円
程あるので、それを勘案した数字となっている。政策金利の上昇がないことを前提とした予想であり、金利
環境の変化に影響を受けることになる。 
 
Q02.  預金獲得の方針について、預金を３層に分けて考えているとのことだが、これらが今後どのよ
うに成長するのか。 
 
A02.  預金について、概念的に３層に分かれると議論しているが、生活に必要な資金も投資の待機資
金もいずれも基本的には普通預金なので、預金の色分けは難しいことは事実。マクロの資金動向を考え
ると、金利のある世界になり、預金者の金利感応度が高まっているので、定期預金へのシフトが潮流とし
て起こっており、それをふまえて預金を伸ばしていきたい。 
 
Q03. 業績予想について、経費の増加が再編費用で 30億円弱というのは理解しているが、それ以
外の経費は今後落ち着いてくるのか。預金ベータはどのように考えているか。 
 
A03. 増加のペースという意味では、今後マイルドになっていくと考えている。一方で、まだまだ将来への
成長に向けた積極投資は継続していきたいと考えている。そういった意味では、経費率がこれから急激に
上昇することは考えていないが、経費率をいくら以内に抑えたいということで経費をコントロールする局面で
はないと考えている。預金については２桁増を実現していくために様々な施策を打っていきたい。預金ベー
タはやや保守的に見込んでいる。 
 
Q04. 業績は好調な一方、フィンテックの再編に関する公表もあり、株価はアンダーパフォームしてい
ると思うが、どのように考えているか。堅調な業績はファンダメンタルに反映されていると考えているか。 
 
A04.  再編については、現時点協議中であり、決定事項があれば丁寧に開示したい。株価はマーケット
で決まるものなので、コメントする立場にない。前回の再編検討時は検討期間が長く、ストラクチャーが不
透明だったことを嫌気したのだと思うが、今回は海外情勢等により政策金利の利上げが遠のいたことが嫌
気されたことも一因と考えている。 
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Q05. 楽天カードの資金調達手段が変化したとのコメントがあったが、これが今後も継続するのか。
パイプラインにも影響すると思うので教えてほしい。 
 
A05. 楽天カードの資金調達手段の基調は変わらないと考えており、楽天カードの成長のペースとともに
残高も伸長すると考えている。 
 
Q06. 預金は２桁成長だが、口座は１桁成長に留まる。口座数の増加に向けたキャンペーンは業
績予想に織り込まれているのか。また、楽天エコシステムがあり、他行比で顧客獲得費用は低いと思う
が、口座獲得の効率性のところで変化があったら教えてほしい。 
 
A06. 競争環境が激化していることもあり口座数を伸ばすのは容易ではないという前提のものとにマーケ
ティング活動を積極的に行っていく前提で予算を組み立てている。足元実施している、口座獲得のための
キャンペーンにも手ごたえを感じており、継続していきたいと考えている。CACは他行比で低いレベルが維
持できると思っている。一方で、金利上昇とともに LTV も上がっており、そういった実態を踏まえながら、
CAC の実額も多少上がっていくものと考えている。 
 
Q07. 金利のある世界で、定期預金のキャンペーンを打つ経験も積まれてきたが、預金の滞留状況
はどうか。粘着性について数字感があれば共有いただきたい。 
 
A07. 金利がある世界になり、顧客の行動変容には留意する必要がある。過去の定期預金の満期後
の滞留状況のデータは積みあがっており、相応に定着しているものと考えている。具体的な数字感は非開
示とさせていただく。 
 
Q08. 証券化商品に係る運用資産残高が大きくなってきたと思うが、裏付資産の内訳やリスクコント
ロールの方針に変化はあるか。 
 
A08. 証券化商品のスタンスとしては変わらず、一時的な偏りは生じるかもしれないが、引き続き分散し
たポートフォリオに投資していくという方針に変わりはない。 
 
Q09. フィンテック事業の再編に関する開示が本日なかったが、10月の効力発生は間に合うのか、
定時株主総会には再編に関する議案は上程されないということでよいか。若しくは臨時株主総会を想
定しているのか。そもそも株主総会が必要なストラクチャーなのか。 
 
A09. 既に開示している事項以上のご案内は差し控える。定時株主総会の招集決議はこれからであ
る。 
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Q10. 経費の増加額は 100億円程度と考えてよいのか、預金ベータは 60％程度を見込めばよい
のか。 
 
A10.  経費は 2026年 3月期と同程度と検討しているが、この先どういう変化が起きるか分からないの
で、臨機応変に対応する。預金ベータは今 50％であるところが若干上昇することを織り込んでおり、いた
だいた数字からは大きく外れていない。 
 
Q11. 有価証券投資に関して、国債等の購入意欲を教えてほしい。 
 
A11. 有価証券投資について、オポチュニスティックに運営をしており、事業債への投資が第 4四半期に
増えたのは魅力的なものがマーケットで拾えたからである。現時点はデュレーションを伸ばさずにイールドエ
ンハンスメントを図りたいと考えているため、国債よりも政府保証債あるいは事業債に魅力を感じている状
況である。今後、政策金利の上昇が想定されるが、我々がターミナルレートと考えている水準に近づくに
従い、デュレーションを伸ばすような運営が考えられるため、そのタイミングで国債運用を活用しながらの投
資を検討していくことになると思われる。なお、今後、数四半期はまだその時期ではないと思われる。 
 
Q12. AI投資の収支への影響額がネットで 58億円とのことだが、収益とコストに分けて AI投資
の効果が発現していく分野や、影響額の目線を教えてほしい。 
 
A12. AI が勝手に動いて自動的に 58億円稼いだというものではなく、AI を活用した業務がどれくらい
利益貢献したのかを参考として示したものである。今後この数字が更に大きくなるよう、まだ AI が活用で
きていないような分野でも活用していき、現在活用できているところにはさらに磨いて効果を上げることによ
って、利益貢献額を大きくしていきたいと考えている。 
 
Q13.  BaaS関連で JR西日本がりそなグループと提携したが、貴行の現状のパイプラインを教え
てほしい。 
 
A13. BaaS について、数だけを追う提携はしていないので、実のあるものを作る提携を検討している。こ
の戦略だとなかなか新規のものが発表できないが、パイプラインに入っているものについては鋭意交渉中で
あり、現時点で公表できるものはない。 
 
Q14.  与信関係費用が増加している点を解説してほしい。 
 
A14. 与信関係費用については、コントロールできている状況と考えている。決算発表の本編にて説明
の通り、証券化については、一部特殊事情があるものについて、予め貸引を積んでいるが、基調として何
か大きな変化が起きている状況はみられない。 
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以 上 


